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平成１７年度 政策評価結果について 

 

この度，平成１７年度の政策評価結果を，別紙のとおり取りまとめましたので，お

知らせします。 

政策評価は，政策の目的がどの程度達成されているのかを評価し，その結果を市民

の皆さんに公表するとともに，より効果的な市政の運営や政策の企画・立案に役立て

ようとするもので，京都市基本計画に基づいて取り組んだ政策や施策について評価し

ています。 

 

 

 

 平成１７年度 政策評価結果 資料 

 １ 平成１７年度 政策評価結果（概要） 

 ２ 平成１７年度 政策評価結果（政策の評価） 

 ３ 平成１７年度 政策評価結果（施策の評価） 

 ４ 平成１７年度 政策評価結果（客観指標基礎データ） 

 

 

 

 

 



 

平成１７年度 政策評価のポイント 

 

 

１ 政策評価の対象と手法 

⑴ 評価の対象 

特定の行政課題に対応するために目指すべき基本的方向である政策（２６項 

目）と，政策をより具体化した行政活動の目標となる施策（１０６項目）の両方 

を評価します。 

⑵ 評価の手法 

客観指標評価，市民生活実感評価の二つの手法による評価結果を総合的に勘案 

し，目的の達成状況を５段階で評価します。 

客 観 指 標 評 価  各施策の状況を統計的な数値等により表現した客観指 

          標を設定し，その目標達成度や年次推移等で評価 

市民生活実感評価  施策分野ごとに，市民生活が今どのようになっているか 

         を２０歳以上の市民３，０００人にお尋ねする市民生活実 

感調査を実施し，その結果に基づき評価 

 

２ 昨年度からの主な改善点 

 ⑴ 客観指標について 

   評価を客観的で分かりやすいものとするため，適切な目標値を設定して評価す 

  る指標数の増加に努めました。 

４３７指標のうち１７５指標（４０％） 

（平成１６年度）３８７指標のうち８６指標（２２．２％） 

⑵ 評価の対象について 

   評価結果の利用しやすさの観点から，具体的な取組事項が類似する施策につい 

ては，同一の客観指標及び市民生活実感調査の設問を用いて評価しました。 

 

 



 

⑶ 市民生活実感調査について 

  ア 設問の変更 

    設問の趣旨をわかりやすく改善するなど，一部設問の見直しを行いました。 

  イ 調査方法の変更 

    昨年度 １０６の設問を三組に分け，それぞれ１，０００人に送付 

    今年度  ９４の設問を二組に分け，それぞれ１，５００人に送付 

    結 果 回 収 率 今年度３７．６％（昨年度４１．２％） 

        有効回答数 今年度一組当たり約５６４（昨年度約４１２） 

 

３ 評価結果 

 政策の評価は２６政策のうち，Ａ評価が３政策，Ｂ評価が１０政策，Ｃ評価が１ 

３政策という結果になり，施策の評価は１０６施策のうち，Ａ評価が１４施策，Ｂ 

評価が５６施策，Ｃ評価が３４施策，Ｄ評価が２施策という結果になりました。政 

策，施策とも文化，生涯学習，観光などの各分野において評価が特に高くなってい 

ます。 

 

 なお，市民生活実感調査の設問の提案や評価結果に対する意見等をいただくため 

設置している京都市政策評価制度評議会の新川達郎会長（同志社大学大学院総合政 

策科学研究科教授）から，評価結果に対して別紙のとおりコメントをいただいてい 

ます。  



                                    別紙 

「平成 17 年度 政策評価結果」に対する 

京都市政策評価制度評議会の新川達郎会長からのコメント 
１ 京都市の政策評価制度は，平成 15 年度における試行実施を踏まえて，平成 16 年度

からは本格実施に進むことができた。そして，平成 17 年度には，本格実施の 2 年目を

迎えたところであるが，今年度も評価方法の改善を加え，評価がよりいっそうの客観

性と正確性を確保し，適切な評価となるように，また，その一方では，わかりやすい

評価手法とするための簡素化や設問変更などの工夫を加えてきた。評価結果を政策決

定や予算編成に結び付けていく努力とともに，この評価方式は，日本でも最高水準に

達しているのではないかと考える。 
 

２ ところで，政策評価の目的は，京都市政の運営について，政策・施策・事務事業の

体系に沿って客観的かつ総合的に評価を行い，その結果を明らかにすることによって，

市民に対する説明責任を果たし，また，政策・施策・事業の見直しの基礎資料とする

ことにある。昨年度の評価結果は，こうした趣旨で，活用されてきたものと受け止め

ている。そして，今年度の評価結果は，前述した改善を加えられたことで，説明責任

という点でも，また，政策や施策の優先順位付けと選択をしていく際にも，有効に活

用されるものと期待している。 
 

３ 平成 17 年度の評価結果の特徴は，基本的に，前年度と大きな違いはないが，2 年目

ということで，前年度との比較ができるようになり，それぞれの政策や施策の現状が，

より鮮明になった。政策や施策の評価は，単年度の絶対評価や相対評価に加えて，そ

の変化の実績を評価していくことも重要である。このように多面的な評価の情報が蓄

積され始めたことが，今後の京都市の市政運営にとって，大きな財産になることと信

じている。 
 

４ 具体的な評価の結果からは,「安らぎのあるくらし」や「市民との厚い信頼関係構築」

という面において，厳しい評価が下されているという全体的な傾向があり，その対応

策を真剣に検討しなければならないし，また，施策ではＤ評価，Ｅ評価のものへの注

目も必要である。しかし,本当に大切なことは，良い評価を得ているものについても,

その評価を喜ぶだけではなく，評価結果に表現されているさまざまな要素について，

丁寧に分析を行い，その背景を検討し，今後の継続や改善に活かしていくという姿勢

である。 
 

５ 評価方法については，もちろん，改善の余地がないわけではない。今年度も指標を

大幅に入れ替え，生活実感調査の設問文に修正を加えたが，これで完成したとは考え

ていない。とくに，評価の指標や生活実感調査が，京都市民や市政の現状を，時々の

時代情勢変化の中で，本当に敏感に写し取っているのかといった検討が，今後，必要

になってくると思われる。これらも含めて，政策評価制度の更なる充実を目指したい

と考えているところである。 
 

６ 評価結果の活用については，前述のように市政の諸改革の中で，大変重視されてい

る実情にあると考えているが，これも改良すべき点がないわけではない。一つは，評

価の結果が，客観的かつ直接的に政策や施策あるいは事業についての修正や廃止に結

びついているものではなく，予算編成や事業計画などとの連関がややあいまいなまま

に政策の修正等が行われているところがあるという点にある。二つには，この評価結

果は，政策や施策それ自体の課題だけではなく，組織や職員のあり方にも深く関わる

ものであって，組織改革や人事改革においても活用可能だという点である。後者の点

は政策評価が，組織風土や職員意識の改革を促すべきものだという観点からも重要で

ある。そのほか，議会活動や監査委員の活動などとのかかわりなど，今後考えなけれ

ばならないところは多い。いずれにしても，大変難しい課題であり，中長期的な視点

を併せ持ちながら，着実に取り組んでいく必要がある。 
 


